
新型コロナ災害に対し生活保護制度など生活支援策の抜本的改善を求める意見書 

 

厚労省の統計では、新型コロナウイルス感染拡大の影響による解雇者は７万人を超

えたとされている。生活保護申請と緊急小口貸付申請はリーマン・ショック時を大幅

に上回る一方で、これまで例のなかった女性の自殺者の急増、住まいを失い路上生活

を強いられる人々の増加と、事態は深刻さを増す一方である。 

憲法２５条で保障されている「生存権」を全国民に確保するために、緊急支援に止

まらず、中長期的な生活支援策を早急に講ずるべきと考え、以下要望する。 

                   記 

１．生活保護申請者は受給決定までの生活資金として、主に社会福祉協議会から「繋

ぎ資金」を借りることになる。しかし、わずか 500 円を毎日取りに来いと言う自治

体から、2 万円を一括渡し切りにする自治体など、金額や形態のばらつきが大きい。

国においては早急に実態を調査し、非人道的対応をしている自治体には速やかな改

善を指導すること。 

  また、生活保護の申請窓口は福祉事務所で行われ、繋ぎ資金の支給は社協で行わ

れるという縦割りの状況では、一貫したスムースな支援が難しくなるため、繋ぎ資

金の支給を福祉事務所へ移管するよう指導すると共に、国として財政的措置を講ず

ること。 

２．「住居確保給付金」は、4 月から 9 月までの半年間の支給決定件数が約 10 万 4000

件に上っている。しかし支給期間は原則 3 か月、最長でも 9か月であり、12月以降、

収入が回復しないまま支給が打ち切られる人が続出する可能性が大きい。 

従って、支給期間を少なくとも 1 年間に延長するとともに、給付金の予算を大幅

に増額すること。 

 

以上、地方自治法第 99条に基づき提出するものである。 
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